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現在，LRTは郊外鉄道への乗入れや，バリアフリーデザイン，優れた速達性，他の交通機関と連動性を

持たせる等の様々な機能を有し，注目を浴びている．LRTは中量輸送機関としては一定規模を持つ一方で，

我が国におけるLRTの1時間当たり輸送力は3,000人から20,000人と大きな幅となっている．運行頻度や車

両形態によってLRTの輸送力には大きな幅があり，設定した輸送力自体が需要予測に影響を与える可能性

も考えられる．しかしながら，LRTの輸送力の算出方法は未だに不明瞭であり，どの程度需要予測に影響

を与えるかがわかっていない．そこで，本研究ではまずLRTの運行状況，性能，速度等の様々な要因とと

もに変化する輸送力の算出方法を示す．分析の結果，輸送力の変化が，LRTの需要予測に一定の影響を与

えることを定量的に明らかにした． 
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1. はじめに 

 

(1) 背景・目的 

 現在，日本の多くの都市では過度に自動車に依存し，

交通渋滞や環境の悪化だけでなく多くの都市問題が生じ

ている．特に地方都市では市街地のスプロール化が進み，

都市機能が広域に分散するとともに中心市街地の衰退を

引きおこしている．このような問題に対して欧米の先進

諸都市では、都市部での車の利用を抑制し，新たな都市

内交通手段としてLRT（Light Rail Transit）の導入が進ん

でいる．宇都宮1)によると1978年以降の新設LRT数は現

在まで増加し，2008年末時点では111都市に達している．

世界各地でLRTが注目を浴び続けているのは，地下鉄よ

りも低コストで，工期が短くて済み，路線バスのように

一般車の影響等に伴うサービス水準の低下がない等の理

由が挙げられる．しかし一方で，地方都市の低密な市街

地により，LRTの新規導入に際して十分な採算性が確保

できない等の経済的問題も指摘されている．そのため，

地域住民との合意形成が取れず，日本国内でLRT導入が

実現したのは富山市のみとなっている， 

 このような状況から，国土交通省は2005年度から「ま

ちづくりと一体となったLRT導入計画ガイダンス」を策

定し2)，LRT導入を地方公共団体に促している．この中

で，円滑な実現を図るための工夫として，透明性の高い

需要予測と，官民連携を見据えた経営採算見込みの検討

を挙げている．また導入検討時に，需要予測に見合った

輸送力の確保の視点で，LRTかBRTかといった論争も各

地でみられる．しかし，運行頻度や車両形態によって

LRTの輸送力には大きな幅があり，設定した輸送力自体

が需要予測に影響を与える可能性も考えられる．  

 よって本研究では，LRT の運行状況，性能，速度と

様々な要因とともに変化する輸送力の算出方法を示す．

さらに，それらの輸送力の変化が LRT の需要予測にど

のような影響を与えるかを把握する事を目的とする． 

 

(2) 既存研究の整理と本研究の位置付け 

 我が国でも海外事例の紹介とともに，LRT の導入可

能性を探る研究が多くなされている．その中でも導入時

に大きな課題となる採算性については，いくつかの研究

実績がある．野村ら 3)は，LRT の沿線人口に着目し採算

性を検討し，最低で約 20 人/ha の利用密度があれば導入

可能としている．同様に横山ら 4)は，常磐新線をケース

スタディとし，LRT を端末交通機関とした場合，導入

のためには成熟した段階において導入することで採算性

が取れることを示した．松橋ら 5)は，駅勢力圏人口が高

密度であれば運行採算性が確保できることを明らかにし
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た．そして遠藤ら 6)は，沿線人口密度とピーク時表定速

度の変化という視点から採算性を検討し，DID 人口密度

が 70/ha以上の都市にて表定速度を 24km/hまで上げるこ

とが可能となり，事業の赤字幅が大幅に減少することを

示している．これらの一連の研究は，沿線人口が LRT

の採算性に影響を与えることを示している． 

 また，LRT の需要予測についても様々な視点から研

究が行われている．例えば，中井ら 7)は需要予測におい

て，比較的データ入手が容易な土地利用，人口指標に着

目し，簡易的に需要予測出来るモデルの構築を行い，青

柳ら 8)は SP 調査をもとに非集計分析を行い，構築した

交通手段選択モデルを用いて需要予測を行っている．ま

た，円山ら 9)は人口減少と少子高齢化が公共交通機関に

与える影響を検討し，コーホート法を用いた人口予測を

行い，交通需要予測を行っている．これらの研究では，

交通量データの少ない LRT に対して，様々な視点から

需要予測を行う手法が提案されてきた． 

 一方で，LRT の基礎的能力や輸送能力に関する研究

はあまり見られない．そこで，他の公共交通機関に目を

向けてみると，矢部 10)は BRT の計測手法に関する論点、

及び評価の考え方を整理した上で，パフォーマンス指標

の計測・評価の方法論について明らかにし，中村 11)は，

幹線バス輸送の可能性と限界を議論する基礎的な土台の

整理を行った． 

 このように，LRT の採算性や，様々な視点からの需

要推計の方法は検討されてきた．しかしながら，BRT

や鉄道のような他の公共交通機関ではなされている，車

両・システムそのもの基礎的能力や輸送力に関する

LRT の研究はまだ数少ない．需要予測を行うに当たっ

て，LRT そのものの輸送力は重要なファクターになっ

ている．そのため，LRT の輸送力算出に与える各種要

因を体系的に整理した上で，輸送力の変化が LRT 利用

者の需要推計に与える影響を明らかにする．  

 

(3) 研究手順 

本研究では LRT の輸送力に与える影響を選出し，そ

れぞれの要因が LRT の需要数推計にどの程度の影響を

与えるかの感度分析を行った． 

研究の手順は，まず LRT の輸送力に与える影響を分

析する．そして，輸送力の変化がどのように影響を与え

るのかを四段階推定法の枠組みで検討し，予測モデルを

構築する．最後にケーススタディとして宇都宮市の

LRT 導入計画に上記のモデルを当てはめ，輸送力の分

析，LRT利用者需要推計の変化の考察を行う． 

 

 

 

 

2. LRTの輸送力に影響を与える要因 

 

(1) 日本の LRTの輸送力 

 LRTの 1時間当たり輸送力に関して記載してある文献

を調べると，調査書や研究によって 1時間当たりの輸送

力は 3,000人から 20,000人まで大きな幅があることがわ

かる（図-1参照）． 

 

 
図-1 研究・調査書による輸送力（人/時）12).13).14) 

 

 

(2) 日本と海外での各制限の比較 

我が国では，LRTは道路上に線路を敷設するため，

法的には軌道として扱われる．道路上を走行する事が想

定されている軌道は，目視による運転が認められる等，

より簡易なシステムが認められる反面，軌道法により最

高速度（40km/h）や車体長（30m）が厳しく制限されて

いる．世界中でLRTが導入がされている都市と比較し

てみても，最高速度がヨーロッパでは 80km/h（地区に

よっては 90km/h），中国では 70km/hであり，編成長制

限もヨーロッパでは 70m，中国には制限がない等と，日

本の制限は他国と比較して厳しい基準となっている． 

 

(3) 輸送力に及ぼす要因 

 LRTの輸送力に影響を与えるのは乗車定員などの LRT

車両の性能から運行間隔といった運行状況，あるいはス

ムーズな乗降が影響を与える表定速度などが挙げられる．

参考として，BRTの輸送力の算定する際に検討される

要因 10)15) から，LRTに適用可能なものを抜き出したも

のが図-2である． 

図-2を見ると輸送力の増加と直接的に比例関係にあ

る要因と，間接的な関係にある要因があることがわかる．

例えば，直接影響を与えると考えられるのは，乗客定員

と運行間隔である．乗客定員が 10%増加した場合と，運

行間隔 10%短縮した場合それぞれ輸送力が 10%増加する

ことが考えられる． 
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図-2 LRTの輸送力算出に影響を与える要因 

 

(4) 表定速度の算定 

表定速度も輸送力変化に間接的に関わってくると考え

られる．具体的には表定速度が速くなることで，輸送頻

度を増加させることができ，一日単位での輸送力が増加

する． 表定速度の算定方法を以下に示す． 

s =
𝐿

𝑇
…(1) 

T = 𝑡𝑣 + 𝑡𝑠 + 𝑡𝑟…(2) 

 

s:表定速度(km/h)    𝑡𝑣:走行時間(s) 

L:営業キロ(km)     𝑡𝑠:駅停車時間(s) 

T:総所要時間(s)     𝑡𝑟:赤信号停車時間(s) 

 

（ⅰ）走行時間の算出 

 走行時間の算出では，最高時速（日本国内では軌道法

により 40km/h）までの到達の時間と最高速度から停車

までの時間と，最高速度での走行時間を足し合わせた． 

𝑡𝑣 =
𝑣

𝑎
+

𝑣

𝑑
+

3600𝑙−(
0.5𝑣2

𝑎
)−(

1−0.5𝑣2

𝑑
)

𝑣
…(3) 

 

v:時速(km/s)       𝑑:減速度((km/ℎ)/s) 

𝑎:加速度((km/ℎ)/s)        𝑙:駅間距離(km) 

 
    
（ⅱ）駅停車時間の算出 

 乗降客 1人当たりが乗降に要する時間は，宇都宮ら 16)

の研究より 3秒と設定した．また，車両のドア数を増や

すことで，乗り降りの時間を短縮することができる． 

𝑡𝑠 =
3𝑛

𝑑𝑛
…(4) 

 

𝑛:乗降者数(人)    𝑑𝑛:ドア数 
 

（ⅲ）赤信号時間の算出 

 赤信号停車時間の算出では赤信号停車時間と赤信号に

よる減速時間を足し合わせた．赤信号による減速時間は，

停車するために減速しながら走る時間と，停車後に再度

最高時速に戻るまでの時間を足し合わせたものを算出し

た．日本の路面電車が赤信号で停車する確率は，宇都宮

ら 16)の研究から 0.267 と設定した．また，日本の路面電

車（岡山，熊本，長崎，高知，広島）の 20 区間で計測

された赤信号１回あたりの停車時間の平均を算出した数

値を使用した． 

𝑡𝑟 = 0.267(35.49𝑛𝑟 + 𝑡𝑙𝑜𝑠)…(5) 
 

𝑛𝑟:赤信号数    𝑡𝑙𝑜𝑠:赤信号による減速時間(s) 

 

(5) 表定速度が輸送力に与える影響 

 次に，表定速度が輸送力に影響を与える式を示す．表

定速度の変化は主に 1日の運行本数に影響を与える．表

定速度が上昇すれば同一車両での 1日の運行本数を増加

させることが出来、運行頻度の向上につながる． 

𝐶𝑚 = 𝑚 ×   𝑖 ×  𝑝…(6) 

𝑖 =
2𝑆

𝐿
…(7) 

ただし、𝑚 ≤
1

𝑟
 

， 

Cm: m 車両の輸送力(人/h)   𝑖:運行頻度(本/h)     

p:乗客定員数(人)                      r:運行間隔(h) 

  

 この式から、表定速度が 10%上昇すると輸送力は 10%

上昇することがわかる．しかし、運行間隔に対して十分

な車両台数がある場合は、表定速度による輸送量の変化

は少ない． 

 

 

3. 宇都宮市の LRTでのケーススタディ 

 

(1) 宇都宮市の LRT導入計画の概要 

 宇都宮市では全線新設の LRT 導入が計画されており，

宇都宮市の東西を結ぶ基幹交通機関として 2019 年度開

業に向けて検討が続いている．2014 年時点で，総延長

約 15.3km，電停数 24 であり，B&R や P&R といったト

ランジットセンターが駅前や大型商業施設付近に 8つ配

置することも計画されている．導入ルートは図-4 のよ

うになっている．なお，全国有数の自動車依存型社会で

ある宇都宮市では，LRT 導入による中心市街地の活性

化，交通事故削減，交通渋滞解消などへの期待は大きい

と言える． 

 

(2) 需要推計にあたって諸条件 

 今回LRT利用者の推計には四段階推定法を採用し，

ODデータ作成には第 2回宇都宮都市圏パーソントリッ

プ調査(1992)を用いた．ケーススタディでは輸送力の変

化による需要推計の変化を見るため，LRTの全目的交

通量を推計する．また，平成 14年度宇都宮都市圏 PT報

告書 18)から発生・集中交通モデル，重力モデルのパラメ

第 52回土木計画学研究発表会・講演集

 941



 

 

ータを使用する．その際，電停から半径 500m以内を基

本利用都市圏と設定し，その基本利用都市圏域内の人口

指標と土地利用面積を用いて推計を行う．さらに，宇都

宮市で平成 12年に行われた交通意識調査（サンプル

数：2138）から作成した非集計モデルを用いて，機関別

交通分担交通量を予測する．なお，需要予測を行った際

のLRTの基本条件を表-1に示す．  

 また，加速度，減速度，最高速度，信号数，駅間距離

を表１のように設定し，表定速度の感度分析を行った．

最高速度に関しては軌道法により，40km/hと定められ

ているが，専用軌道部分はATSや鉄道振動に従った運

行にて最高速度 60km/hの運行が可能となる．そのため

増減率 50%（60km/h）までの分析を行っている． 

 

 

図-4 宇都宮市における LRT導入ルート 17) 

 

 

表-1 宇都宮市でのLRT導入予定の基本情報 

営業キロ(km) 15.2 

電停数 24 

最高速度(km/h) 40 

加速度(km/h/s) 3 

減速度(km/h/s) 3 

表定速度(km/h) 20 

合計信号数 31 

ドア数 2 

ピーク時運行本数(編成/時) 15 

オフピーク時運行本数(編成/時) 10 

一駅の平均乗降数(人/時) 387 

               （平成 14年度参照） 

 

(3) 宇都宮市における LRT利用者の需要推計 

 各電停毎のLRT利用者を全目的（通勤・通学・私

事・業務・帰宅）の発生・集中交通量別にまとめたもの

が図-5である．宇都宮市が試算した 2020年のLRT利用

者予測の結果 19)は 21,200 trip数/日であり，本研究で算出

された利用者数は 18,254trip数/日と若干少ない値となっ

た．これは本研究で行った需要推計では，P&Rや，

B&R，C&R，また鉄道からの乗換数を算出せず，LRT

利用者は徒歩圏内（500m）と限定したためである．ま

た，宇都宮市と本研究での人口推計方法，機関交通分担

モデルが多少異なる事も一因である．  

 

 

図-5 LRT全目的発生集中 Trip（数/日） 

 

(4) 表定速度の感度分析 

次に表定速度の感度分析を行う．3章で述べた式(1)～

(6)を用いて，表-1の導入予定の基本情報を増減した際

の表定速度の変化をグラフに示す．（図-6） 

 

 

 
図-6 各要因が増減した時の表定速度の変化 

 

 図-6から乗降客数，信号数が増加すると表定速度は減

少し，加速度，減速度，時速，駅間距離が増加すると、

表定速度は増加することがわかる．広島電鉄の高性能車

両 5100形グリーンムーバ―マックスと同等の性能の車

両（加速度 3.5km/h/s，減速度 4.8km/h/s）を導入したとす

ると，表定速度は 5%程上昇する．さらに，傾きが一番

大きい駅間距離を見ると，40%の増加では 3km/h増加す

るが，20％の減少で 3km/h減少する．一方，傾きが 2番

目に高い最高速度の変化をみると，軌道法による

40km/h制限が緩和されれば，表定速度を上げることが

出来ることがわかる．また，ドア数を変化させた時の評

定速度の変化を表-2に示した． 
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表-2 乗降扉の変化よる表定速度の変化 

ドア数 表定速度(km/h) 

1 20.0 

2 22.8 

3 23.9 

 

 表-2からドア数の変化により表定速度が大きく変化す

ることがわかる．ドア数が 1つの時と比べて 2つで約

14%，3つで約 19%の増加が見られる．そのため ICカー

ド等の積極的な導入により，全てのドアにて乗降が可能

になると表定速度が大きく上昇する． 

 

 

4. 需要予測の変化 

 

(1) 表定速度の変化による需要予測の変化 

 表定速度を変化させて再度需要推計を行った結果を，

図-7と表-3に示す． 

 

図-7 表定速度の変化に伴う需要予測結果の変化 

 

 図-7から，信号数が増加すると trip数/日は減少し，加

速度，減速度，時速，駅間距離が増加すると，trip数/日

は増加することがわかる．一番傾きが大きい駅間距離で

は，50%の増加で約 400trip数/日の増加が見込まれる．ま

た，車輌が 5100形グリーンムーバ―マックスと同等の

性能を有すると，約 200trip/数の増加が見込むことがで

きる．一方で，ドア数の変化では，1ドアから 2ドアに

なった際に約 250trip数/日の変化が見られ，乗降時間が

需要予測に影響を与えていることがわかる（表-3参照）．  

 

表-3 乗降扉の変化よる表定速度の変化 

ドア数 Trip(数/日) 

1 17905 

2 18257 

3 18374 

 

 以上の結果を，横軸に表定速度(km/h)，縦軸に trip(数/

日)をとりまとめた結果を図-8に示す． 

 

 

図-8 表定速度の変化に伴う需要予測結果の変化 

 

 これをみると，LRT利用者数（trip数／日）と表定速

度には比例関係が見られる．今後，LRTの車両性能の

向上とともに，適切な走行環境を確保することで，LRT

利用者数の増加が見込める．  

 

(2) 各国の規制制度に合わせた需要予測結果 

 各国でLRTの制限速度は異なってくる．今回，宇都

宮市のLRT利用者推計において，制限速度が通常区間

で 50/km/h，高架区間で 70km/hと設定した．これらと，

軌道法における制限速度 40km/hを比較したものをまと

めたのが表-4となる．結果からも分かるように、制限速

度が上昇することで需要数は多少の増加をみられるが，

その上昇幅はだんだん小さくなっていく．終点駅までの

総所要時間では 4分程度の短縮がみられるが，同様に上

昇幅は小さくなる．ケーススタディとして扱った宇都宮

市のLRTの平均駅間距離が約 630mと短いため，影響が

小さくなっていったと考えられる． 

  

表-4 各国の LRTにおける各制限の比較  

最高速度 

(km/h) 

需要予測結果 

(trip数/日) 

総所要時間

（min） 

40 18,254 40.04 

80 18,538 35.59 

通常区間：50 

高架区間：70 
18,517 35.92 
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5. おわりに 

 

 本研究では，LRT の輸送力算出方法を示すと共に，

それらを組み込んだLRT利用者の需要推計を行った． 

 運行本数や乗客定員が輸送力に直接影響を与えるが，

加減速や，最高速度，信号数等も間接的に輸送力に影響

を与えることを示し，さらに表定速度の変化にて需要予

測が変わることを定量的に示した．これにより，LRT

の性能，走行環境を向上させることで，一定程度の需要

量の伸びが期待でき，終点駅までの総所要時間をある程

度短縮することを示した． 

 今後の課題としては，最新の PT 調査データの活用や

LRT の需要予測の精度向上が挙げられる。特に LRT の

端末交通については，変動要素も多いため多様な検討で

ある．また当然であるが LRT 利用者の変動幅は，地域

特性に起因する初期条件によって異なる．複数の地域に

よるシミュレーションが必要である．また，終点駅まで

の総所要時間の短縮により，どの程度 LRT の交通選択

率が変わるかも検討する必要がある． 
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Study on the Effect of Changing LRT’s Transportation Capacity on Demand Forecast-

ing 

 

Kozo OKUBO, Akinori MORIMOTO 

 
LRT has various functions, such as a linking to suburban railways, park and ride, universal design, high 

punctuality and has been increasing all over the world. LRT has a certain capacity as a medium-cacity 

transportation system. However, the capacity of LRT has a wide range that is from 3,000 to 20,000 people 

for a day in Japan. This is because it is changed by number of trams, length of a tram and service. There-

fore it is considered that effects of changing capacity on LRT’s demand forecasting. LTR’s transportation 

capacity and calculation method is still unclear. The calculation of transportation capacity is one of the 

most important factors for demand forecasting. So this paper focuses on the factors affecting LRT’s 

transportation capacity, then tries to clarify their effect on LRT’s demand forecasting. As a result, this re-

search shows that how the transportation capacity affects demand forecasting. 

 

第 52回土木計画学研究発表会・講演集

 944


